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SUMMARY 

This paper overviews the use of assistive technologies (ATs) by dyslexic students in British 

education. The paper first discusses the definition and types of ATs, followed by the actual 

condition of provision and use of ATs in each educational phase, with reference to policies and 

issues. The paper lastly discusses implications for Japanese as part of modern foreign 

language education in the UK.  

 

 

１．はじめに 

ディスレクシアとは、口頭でのやり取りにおける理解に問題がないのに、読み書き

に困難を抱えている症状の総称である。ディスレクシアの症状には、文字が歪んで見

えたり、一つの語の中で文字が混同したり、一つの文の中で語が混同したり、作動記

憶が小さかったりということが挙げられる。そのため、読み書きそのものに時間がか

かり、文章の内容を把握し分析しながら読み進めていくペースが遅くなる。オンライ

ン・チャットなどで読み書きを同時にすることや、講義を聴きながらノートを取るこ

とが困難な場合が多い。情報のオーガナイズに困難を抱えているため、自分のスケジ

ュール管理が困難な場合もある。人前で読み書きをすることに自信が持てないことも

多い（Pino & Mortani, 2014; Reid, 2009）。 

英国では、公的な支援が法制化されている specific learning difficulties（以下 SpLDs、

いわゆる学習障害）の一つに認定されている。ディスレクシアの頻度が高いとされる

アルファベット圏に属する英国では、人口の 10％がディスレクシアであるとも言われ
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ている（British Dyslexia Association、以下 BDA）。また、英政府の最新の統計によると、

英国の大学生の約 5％が何らかの SpDLs を持っており（Times Higher Education, 2015）、そ

のうち最も多いのがディスレクシアである。英国の教育現場において、ディスレクシ

アを抱える学習者がいることは、ほぼ当たり前の光景であると言える。 

BDA はディスレクシアの定義の中で、“It tells to be resistant to conventional teaching 

methods, but its effect can be mitigated by appropriately specific intervention, including the 

application of information technology and supportive counseling.”［ディスレクシアを持つ

学習者にとって伝統的な教授法に基づいた環境で学ぶのは大変なことだが、テクノロ

ジーやカウンセリングを活用することで、その学習上の困難を緩和することができる。］

（BDA）と述べている。ここから読み取れるように、英国におけるディスレクシアの

支援の現場では、読み書きの作業を補助する機器の使用に積極的である。 

これらの機器は assistive technologies1（以下 AT）、assistive learning technologies（ALT）、

または映像メディアなどの視聴覚教材や E ラーニング、モバイル・ラーニングに関わ

るテクノロジーの場合は information and communication technologies（ICT）などと呼ば

れている。2010 年には AT の普及と啓蒙を図ることを目的として、British Assistive 

Technology Association（BATA）が設立された。本稿は、英国の教育における AT の使

用と実態についての文献調査のまとめである。まず、AT の定義と種類について述べる。

次に就学前から高等教育及び生涯教育までの各段階における AT の使用の実態につい

て、先行研究をもとに概観する。その後外国語教育でのディスレクシアへの対応と AT

の使用について、さらに英国における日本語教育への示唆について考察する。 

 

2. AT の定義、分類、用途 

AT とは、「学習を支援する、あるいは可能にする様々なテクノロジー」のことを指

す（McKnight & Davies 2012, p.11）。ハードウェアもソフトウェアもどちらも含まれる。

また、SpLDs を持つ人のニーズに合わせて専用に開発されたものだけでなく、ワープ

ロやスマートフォン、タブレット端末など、広く一般向けに開発されたものでも、学

習を支援するために使われる限り、AT の範疇に含まれる。 

英国内の主要なディスレクシア支援サイトでは、ディスレクシアを持つ人の役に立

つ AT のリストがあり、その特性と使い方について詳しく紹介されている。また、デ

ィスレクシア用に開発された AT を専門に販売するオンラインショッピング・サイト

もいくつか存在する。グーグル検索で上位に挙がって来たいくつかのサイトを以下に

記しておく。 

 BDA Technology URL: http://bdatech.org/ 

 SENDirect  URL: https://sendirect.org.uk/ 

 Dyslexia Action URL: http://www.dyslexiaaction.org.uk/ 

 Dyslexic.com  URL: http://www.dyslexic.com/ 

 Inclusive Technology URL: http://www.inclusive.co.uk/（SpLDs 全般対応の

サイト） 

 AT はその目的別に、大きく分けて三種類のタイプに分類できる（Abbott et al., 2013; 

http://www.dyslexic.com/
http://www.inclusive.co.uk/
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McKnight & Davies, 2012）。一つは‘remedial technology’（リメディアル・テクノロジ

ー）と呼ばれるもので、学習上の困難そのものを軽減あるいは克服することを目的に

開発された訓練のためのテクノロジーである。繰り返し練習を行うために開発された

ゲームものなどがこれに当たる。児童・生徒向けのソフトが多い。音韻とスペリング

を一致させるための訓練を目的としたものに Wordshark、Lexion、Nessy、Quest などが

ある。Rapid Reading など、多様な読み物に読みやすいフォーマットでアクセスできる

ウェブサイトも開発されている。ニンテンドーDS、ソニープレイステーションなどの

一般向けに開発されたゲームも活用価値が高いとされ、支援サイトで紹介されている

（BDA Technology）。 

二つ目は‘compensatory technology’（補償のためのテクノロジー）と呼ばれるもの

で、肉体的あるいは認知上の困難を抱えながらも、できる限りその困難が経験されず

に学習に適応するためのテクノロジーである。ディスレクシアを持つ人に役立つとさ

れる AT の多くはこのタイプに分類される。テキストを音読する機能、音声を文字化

する機能、アイデアをイメージ化し思考を整理しやすくするマインドマップのための

ツール、テキストのかわりにスクリーン上にシンボルで示す機能などがこれに当たる。

BDA Technology のサイトを見ると、以下のテクノロジーが挙げられている。 

 スキャニング・ペン、スキャナー 

 スマートフォン 

 デジタルカメラ、録音機器 

 電子手帳 

 e リーダー 

 スペルチェッカー、スペル予測機能 

 音読機能、電子書籍 

 音声認識機能、音声認識テキスト化機能 

 タスク・スケジュール管理ソフト・アプリ 

 マインドマップソフト・アプリ 

 タッチスクリーン 

 特大キーボード、立てて使えるキーボード、など。 

 三つ目は不可能だった学習を可能にするテクノロジーである。例えば聴覚障害の人

が音声以外の方法を用いて学習できるようにする機器がそうであるが、ディスレクシ

アを持つ学習者にとっては、このタイプの AT は特にニーズが高いわけではない。 

 さらに近年は、障害のあるなしに関わらず万人に通用するテクノロジー（ユニバー

サルデザイン）や、一部の機能を個人のニーズに応じてカスタマイズできるようにし

たテクノロジーの開発も進められているが、これが一般化するのはまだ時間がかかり

そうである。現状は、上述した一般向けのテクノロジーを使いつつ、足りない部分を

専用に開発されたテクノロジーで補うのが一般的である（McKnight & Davies, 2012）。 

 

3. AT へのアクセスと使用実態 

3.1 AT の導入を促す法律 
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 英国内でディスレクシアを持つ人に対する教育を支援する上で重要な法的規定が二

つある。1995 年に制定された Disability Discrimination Act （改正され現在は Equality Act 

2010）と 2001 年に制定された Special Education Needs and Disability Act（SENDA）で

ある。これにより、英国では、学校におけるディスレクシアを含む SpLDs のための教

育支援が法的に義務付けられており、大学や専門学校への入学や就職の際に SpLDs を

持つ者を差別することも法律上禁止されている（西澤, 印刷中）。また、全教育機関が

教材を学生のニーズに合わせたフォーマットで出すことが求められている（McKnight 

& Davies, 2012）。さらに、2006 年 12 月、国連総会において「障害者の権利に関する

条約」が採択され、英国は 2009 年 6 月に批准した。これを受け、教育の場面で障害者

が、それほどコストがかからずにテクノロジーを利用できるようにすることが求めら

れるようになり、AT の開発・研究及び現場での活用がより一層推進されている。なお、

現在のところ、教育機関や自治体が教育のために AT を購入することを義務付ける法

的規定はない（McKnight & Davies, 2012）。 

 

3.2 就学前の子どもの AT へのアクセス（1〜5 歳まで） 

 就学前の子どもがディスレクシアであると診断される確率は低い。しかし、ディス

レクシアであると診断された場合、リテラシースキルに関する問題には早くから取り

組めば取り組むほど望ましいとされるため、この時期の子どもに対しては、リメディ

アル・テクノロジーの使用が推奨される。ゲーム的要素が強く、楽しく取り組めるタ

イプのものが良い。症状そのものの軽減・克服も期待されるが、何よりも、ディスレ

クシアを持つ子どもが他の子どもたちと区別されずに一緒にやっていけるという自信

を持てるようにすることが最も重要である。就学前の子どもたちに対する支援で問題

となるのは、AT へのアクセスのための予算の出所である。親が払うのか、自治体が必

要経費を援助するのかについては、はっきりしたガイドラインがないようである

（McKnight & Davies, 2012）。 

 

3.3 初等・中等教育課程における AT へのアクセス（5〜18 歳まで） 

 英国では小学校が５歳から 11 歳まで、11 歳から 18 歳までが中等教育課程に当たる。

2～3 学年ごとに１から５までの Key Stage という一つの段階にまとめられており、そ

の Key Stage 毎に日本の学習指導要領に当たる National Curriculum（NC）が定められ

ている。義務教育課程は Key Stage 4 が終了する 16 歳までであり、Key Stage 5 に当た

るその後の 2 年間は、大学進学のための準備に当たる教育課程を受けたり、進学を希

望しない者は職業訓練校に進んだりする。 

 ディスレクシアが疑われる児童・生徒は、各地域、あるいは学校に配属される SENCo

（Special Educational Needs coordinator）と呼ばれるコーディネーターに連絡し、

SENCo が中心になって、その後の有資格者によるディスレクシアかどうかの診断や

支援内容の取り決めを行い、Individual Educational Plan/Programme（IEP）と呼ばれる

児童・生徒個別のニーズに特化した学習のための計画を立てる。AT の使用もこの計

画の過程で検討される。また、第９学年（Key Stage 3 から 4 への移行期）になると、
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Transition Planと呼ばれる義務教育終了後の進路を視野に入れた学習支援のための計

画を立てる（McKnight & Davies, 2012; 西澤, 印刷中）。 

 NC はあくまでガイドラインに過ぎず、地域によって、あるいは公立校か私立校か

によって、教育のやり方は多様を極める。当然 AT に対するポリシーや使われ方も地

域差・学校間の差が大きく、この初等・中等教育課程における AT の使用実態につい

ては、データの不足もあり、一般的な傾向を示すことが難しい。近年の調査で明らか

になっていることは、適切な診断を下し、適切な支援を行うことが重要であるにもか

かわらず、診断を下す資格を持つ職員そのものが不足しているという実態である。診

断を外部委託によって賄っている学区や、パートタイムの有資格の職員が単独で 110

校を担当しなければならないケースなどが報告されている。また、周りの教師が AT

導入の意義を正しく理解していない、あるいは AT を活用するためのトレーニングを

受けていないことが多く、教師が使いこなせないために、AT をせっかく導入しても、

その利点を最大限に生かせているとは言えないとも言われている（Atkins Ltd 2009, 

McKnight & Davies（2012）の中で引用）。さらに、就学前の子どもへの支援の場合と

同様に、導入した AT がどこに帰属するのかは曖昧なままになっている。例えば、自

治体が購入した場合、それは使用する児童・生徒の持ち物になるが、学校が購入した

場合、学校の所有物となる（McKnight & Davies, 2012）。 

 

3.4 高等教育における AT へのアクセス（18 歳以降） 

 高等教育になると、より一層個別化した支援政策が取られている。ディスレクシア

と診断された学生には、Disabled Students Allowances（DSA）と呼ばれる補助金が支給

され、各学生は、その補助金を使って、個人のニーズに応じて AT を購入したり人的

支援を受けたりする。新たに使用することになった AT を使うための IT トレーニング

の費用もこの中に含まれる。申請受付と認定は、現在 BDA により行われており、フ

ルタイム、パートタイムに関わらず、DSA が支給される 2。つまり、ディスレクシア

であると認定されれば、AT へのアクセスはほぼ確実に保証される。 

 高等教育機関におけるディスレクシアの学生への支援では、補償のための、つまり、

できる限りその困難が経験されずに学習に適応できるようにするための特別措置を講

じることが一般的である。例えば、講義の録音許可、授業中のノートテーキングの補

助、スペリングのチェック、課題の締め切り延長、試験の時間延長や別室個別受験、

テキストやレクチャーノートを電子化し、授業前に配布する、テキストや問題用紙な

どの拡大コピー、スペリングの間違いや文字の読みにくさなどを採点時に大目に見る、

などである（西澤, 印刷中）。成人学習者には、症状そのものにアプローチする訓練を

受けるための時間的余裕がなく、今すぐの問題解決が求められているからである。当

然 AT も、補償目的のものを使用する場合がほとんどで、その効果も時間の節約と自

信をつけることにあると言われている。（McKnight & Davies, 2012）。 

Draffin et al.（2007）が、ある AT 開発会社に登録したディスレクシアを持つ大学生

455 名に行った電話インタビュー調査（回収率 99.6％）によると、ディスレクシアを

持つ学生が診断で必要とされて支給された AT には、一般的なパソコンのほかに、ス
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キャナー、音声録音機器、マインドマップソフト、テキスト読み上げソフトを支給さ

れるのが最も一般的な組み合わせであった。スキャナーを持つのは、テキストを電子

化し、より読みやすいフォーマットに変換できるようにするためである。よって、OCR

機能付（光学文字認識：スキャナーで取り込んだ文字をコンピュータ上で編集できる

形式に変換するソフト）であることが多い。Draffin et al.（2007）の調査結果を以下に

まとめて示しておく。 

ハードウェア： 

 スキャナー（使用率 76.3％、うち、OCR 付 86.4%） 

 音声録音機器（使用率 76.3％） 

ソフトウェア： 

 テキスト音読機能（使用率 79.8％） 

 マインドマップ（使用率 76.9％） 

 音声認識機能付き辞書（使用率 36.3％） 

 音声認識機能（使用率 30.3％） 

 タイピング補助機能（使用率 28.1％） 

 上記の傾向は、より最近の報告でも変わっていない。さらに、パソコンに加え、ス

マートフォンを持つ学生も 100％に近づいており、MP3 プレーヤーの所有率も７割近

くを占めている（Seale et al. 2014）。より身近なテクノロジーが AT として使われやす

くなってきていると言える。 

 高等教育における AT の使用で、現在研究が進められているのは、アクセスではな

くその使用実態や AT をめぐるソーシャル・ネットワーキングである。より身近なテ

クノロジーの使用は、インクルーシブ教育を促進する上で、望ましい効果が期待でき

る。一般に出回っている機器であれば、その使い方について、わざわざ学生支援セン

ターの専門家に相談しなくとも、周囲の友人に気軽に助けてもらうことができ、ディ

スレクシアのあるなしに関係なくクラスメートとの交流のネットワークを築くことが

できる。それだけでなく、使い慣れているため、安心して自信を持って使用すること

ができる。一方、専用に開発された AT については、ディスレクシアでないコースメ

ートには、「質問しても彼らもどうせ使い方が分からないから」「質問して逆に迷惑を

かけるかもしれない」「恥ずかしい」といった理由でディスレクシアの学生は相談する

ことを躊躇する傾向にある。なお、ディスレクシアの学生同士がお互い助け合うため

に連絡を取り合ったケースの報告は、ないわけではないが、今のところ稀である（Seale 

et al. 2014）。 

 また、この時期は、初めて親元を離れて生活するようになる時期でもあり、学業に

おける自立も今まで以上に求められるようになる。生活面、学業面両面での環境の変

化へ適応しなければならず、精神的な負担を抱えやすい上に、さらに入学直後の時期

は、学生支援センターなどでカウンセリングを受け、大学での勉強に必要な AT の選

定と必要があれば IT トレーニングを受けなければならない。このように入学直後は多

くのことを一度にせねばならないが、実際に全てのことを短期間に一度にこなすこと

は難しいことが多い。結果として、「時間がないから」「使うのが難しいから」「使い方
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を知らないから」といった理由で、専用に開発された AT を学生が使わないことを選

択するケースも少なくない（Seale et al., 2014）。 

 さらに、大学では、様々な教官とコミュニケーションをとり、短期間に多くの文献

を読みレポートを書くことが要求され、時には多様な人とグループを組み課題を仕上

げたりしなければならない。しかし、大学での教育に関わる全ての人がディスレクシ

アの学生への支援の意義を理解しているわけではなく、またコースの特性上、特別な

ニーズのある学生のために教材のフォーマットを調整することが難しい場合もある。

適切な AT を支給しただけでは解決につながらない問題であり、今後の研究が必要な

側面である。（McKnight & Davies, 2012; Nalavany et al., 2013） 

 

3.5 生涯教育、職場における AT の使用 

 生涯教育の現場は、政府の支援が最も届きにくいところである。DSA は大学・大学

院修了まで支給されるが、生涯教育のコースは対象外である。BDA が電話やメールに

よる相談室を設けているのみである（McKnight & Davies, 2012）。 

 職場に関しては、支援に力を入れている企業・団体も存在する。例えば、Transport for 

London（ロンドンの主要な交通機関の運営が業務）は、ディスレクシアのある職員に

も働きやすいよう、AT 開発企業と提携して、社員全員が各自のニーズに応じてカスタ

マイズできるソフトのコーポレートライセンスを購入した。ソフトに含まれている機

能のうち、テキスト音読機能が最も使用頻度が高く、ディスレクシアを持つ職員だけ

でなく、英語非母語話者や外国籍の職員にも好評を博している。また、職員の何人か

に IT トレーニングを受けさせ、社内に専属の IT トレーナーを置くことも試みている

（McCusker, 2013）。 

 

3.6 外国語教育における AT の使用 

 ディスレクシアを持つ人にとって、外国語を学ぶことは決して容易いことではない。

母語の読み書きに困難を抱えながら、それと同様の困難を新たに学ぶ言語でも体験す

る可能性が高いからである。しかし、適切な学習法を見つけ、AT を上手に活用するこ

とで、学習者の持つ可能性を最大限に引き出すことが可能である。 

 ディスレクシアの学習者に外国語を教える際に重要なこととして、多感覚を使用し

た学習法や指導法を採用し、何度も過剰に繰り返し学習させること、学習言語の音韻

をしっかりと教えること、視覚や動作（運動感覚）を用いた教材を使用することが挙

げられる（Crombie 2013）。外国語学習の支援に効果的であるとされる AT も、その多

くが、①複数の感覚を使って、②何度も繰り返し（過剰学習）、③自分のペースで練習

することを可能にするタイプのものである。語彙や構文を習得することが目的という

点では、外国語学習における AT は、リメディアル・テクノロジーとしての側面が強

いと言えるだろう。Crombie（2013）は例として以下の AT を挙げている。 

 スマートフォンやタブレット端末などのモバイル機器（音声をダウンロー

ドし、いつでもどこでも何度も聞けるようにできる。） 

 スキャニング・ペン（携帯可能で分からない言葉をその場で音読させられ



日本語教育実践研究第 3 号 2016 pp.67-77 

74 

 

る。辞書機能付きのものがよい。例：The IRISPen Translator） 

 テキスト音読機能（読み上げる言葉がスクリーン上でハイライトされるも

のや、文字を入力するごとに読み上げるものが理想的。例：Balabolka、 

ReadTheWords） 

 読み上げる音の速度を調整するソフト（例：Audacity） 

 スクリーンを自分の好みにカスタマイズするためのソフト（例：My Study 

Bar） 

 テキストを視覚化するソフト。語彙が早く覚えられる。スピーチ機能を入

れられると理想的（例：Wordle） 

 いつでもどこでもインタラクティブに楽しく繰り返し学習ができるデジ

タル教材のサイト（例：Vokis、ポッドキャスト）など。 

なお、これらの AT は、ディスレクシアを持つ学習者だけでなく、学習者全般に役

に立つと思われる。実際、Crombie（2013）では、スコットランドのある高校で、ディ

スレクシアの生徒向けに開発されたポッドキャストが、後に全生徒に対して提供され

た例が報告されている。全生徒に役に立つということは、リメディアル・テクノロジ

ーとしての側面を持ったものが、外国語教育においては、ユニバーサル・デザインと

して利用できる可能性があることを示唆する。この点は重要である。後に改めて述べ

る。 

 

5. 日本語教育への示唆と今後の展望 

これまで、英国におけるディスレクシアを持つ人への AT の提供と使用実態につい

て概観してきた。どのような支援を必要としているかについての適切なアセスメント

を受けることが前提になるが、一般的に、低年齢期はリメディアル・テクノロジーを

用いて読み書きなどにおける困難そのものを軽減するための訓練が奨励され、大人に

なると、できる限りその困難が経験されずに学習に適応するための補償のためのテク

ノロジーが提供される傾向が明らかになった。ディスレクシアを持つ大学生の多くが

パソコンに加え、スキャナー、音声録音機器、テキスト音読ソフト、思考やスケジュ

ールをオーガナイズするためのソフトを使用しているようであるが、一部の、トレー

ニングが必要な専用に開発された AT は、忙しい学生生活の中で使うことをあきらめ

てしまうケースもないわけではない。一方で、スマートフォンやタブレット端末など、

身近にあるテクノロジーの使用は学生に安心感をもたらし、ディスレクシアの学生と

そうでない学生との間の垣根を低くすることにつながる可能性も示唆された。 

これは日本語教育において何を示唆するのであろうか。先に述べたように、初等・

中等教育における支援については、データそのものが少ないため、ここで詳しく考察

することはできない。しかし、英国の大学における日本語教育については、少なくと

も次の点について議論の糸口を提起することができるだろう。それは、ディスレクシ

アの学生がアセスメントを受けて使用を推奨される AT と、日本語学習の過程で役に

立つ AT との間に隔たりがある可能性である。 

外国語学習を支援する AT には、多感覚を用い、繰り返し、自分のペースで学べる
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ツールとしての側面が求められる。しかし、大学で学生が受ける支援はそうではなく、

補償のためのものである場合がほとんどである。実際、池田・他（印刷中）による欧

州の日本語教師に対するオンライン調査には、「大学のディスレクシアに対するサポー

トが必ずしも日本語学習に役立つとは限らないらしく、日本語学習に特化したサポー

トを学生やその親から要求されるが、専門家ではないので、どうアドバイスしていい

か分からない。」という声が寄せられている。また、「どうアドバイスしていいかわか

らない」というコメントに象徴されるように、同調査の分析の結果、日本語教師がデ

ィスレクシアを持つ学生を支援する際に最も困っていることは、「具体的な支援の方法」

であることも明らかになっている。英国のディスレクシアの学生は学生支援センター

を通じ専門家に相談し、具体的な指示を得ることができるはずであるが、現場の教師

からすると、受けているはずの支援が日本語学習においてはうまく機能していない可

能性を示唆するものであるとも解釈できる。また、より適切な支援を行うために、教

師自らが積極的に支援に関わっていくことができていないとも解釈できる。日本語学

習の支援に特化したテクノロジーの開発はもちろん、教師がディスレクシアに対する

正しい知識を持ち、かつ、より適切なテクノロジーにアクセスできるようにしていく

ことが早急の課題である。 

20 世紀半ばのオーディオリンガル・メソッドにおける聴覚教材使用の奨励に始まり、

CALL の開発や E ラーニング、デジタル教材の開発など、外国語教育は、テクノロジ

ーの使用に比較的早期から取り組んで実績を出している分野である。前述のスコット

ランドの高校の例が示すように、外国語学習を支援するためのテクノロジーは、今後

はディスレクシアのあるなしに関わらずに全ての学習者にとって利用可能な学習ツー

ルの一つとして開発されていくことが予想される。外国語学習がより良い市民になる

ために必要なスキルであり、個人の人間としてのウェルネスと成長にとって欠かせな

いものであると位置づけられるようになった（DfES, 2002; Jones, 2013）昨今、生涯を

通じて、学びたいと思うものが個人のニーズに合った形で学ぶことができる環境の整

備がより一層進むことを大いに期待する。 

 

 

注 

1 近年、日本でもこのようなテクノロジーに対して「福祉機器」という呼称が用いら

れることがあるようである。 

2 ただし、2014 年 4 月に DSA の予算を 70％削減し、削減分の予算と障害のある学生

を支援するための研究に回すことが提案された。この提案に対し専門家や学校職員ら

は現在反対運動を繰り広げている（Lewthwaite, 2014）。 
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